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専門家ヒヤリングメモ	 

馮暁青教授インタビュー要旨	 

日付：2013 年 3 月 4 日	 

参加者：	 

馮暁青教授：中国政法大学民商経済法学院	 教授、博士生指導教官	 無形資産

管理研究センター	 主任	 

 

馮超：北京万慧達知識産権代理有限公司高級顧問、開業弁護士、北京君策知

識産権発展中心顧問	 

 

商標（特に国内外の周知商標）の冒認出願問題の現状及び社会的背景	 

馮超：本日は中国における商標冒認出願問題に対するお考えと解決のための

ご提案をお聞きしたいと思います。	 

教授は中国の商標冒認出願問題、とくに外国の周知商標の冒認出願問題につい

て、どのようにお考えですか。また社会的背景の面から、どのようにこの問題

を捉えられていますか。	 

馮暁青：個人的な商標冒認出願に対する理解としては、冒認出願には狭義と

広義の二種類あると思います。広義の冒認出願は商標標識の冒認出願のほか、

著作権などの先行権利の冒認出願も含みます。商標の冒認出願は、法律問題で

もあり、また社会問題でもあり、昨今の商標冒認出願傾向の深刻化にはいくつ

かの原因があると考えています。	 

第一に、商標制度の推進にともない、商標、とくに周知商標は企業のコアコ

ンピタンスや優位性の向上にとってますます重要なものとなっていることが

挙げられます。商標には業務上の信用が化体されて、最終的に商標権者に利益

をもたらしますので、これが一部の人々が冒認出願に走る動機となっています。

一定の業務上の信用を有する商標がまだ登録出願されていない場合、先を急い

でこれを登録して、他人の名声を横取りし、不正な競争手段によって一定の優

位性を得て、最終的に私利を得るという目的を達する者が現れるかもしれませ



70	 

ん。	 

第二には法律そのものの欠陥、商標権確定制度自身の問題が原因としてあげ

られます。この原因により知名度の高い商標が他人からの冒認出願に遭います。

我が国の法律は登録主義をとっており、登録商標はその取消前であればすべて

保護を受けますので、これは一定程度不正行為を助長しています。立法者はこ

の問題を意識して、「商標法」の改正を何度も行いましたが、現在に至るまで

根本的な解決はできていません。現在「商標法」はさらなる改正の最中です。	 

そして第三の原因は、冒認出願者自身です。一部の冒認出願者は法律意識が

希薄で、自分が他人の商標を冒認出願していることを意識していないかもしれ

ません。しかし多くの冒認出願者は、商業上の利益に駆られて、国内外の周知

商標を含む他人の商標の冒認出願を行なっています。	 

	 

商標冒認出願及び「信義則」	 

馮超：この度の商標法改正草案では特別に「信義誠実の原則」についての規

定が新たに加わりました。「信義誠実の原則」が今後の法律適用においてどの

ような役割を果たすとお考えでしょうか。	 

馮暁青：冒認出願とは不正行為につき、主観的悪意をもって、「民法通則」等

の法律に違反し、他人の商標標識等を商標として登録しようとすることです。

個人的には「信義誠実の原則」と商標の出願及び保護は密接な関係にあり、「信

義誠実の原則」は重要な役割を果たすだろうと考えています。例えば、「信義

誠実の原則」は商標出願過程において冒認出願行為に対する一定の抑止効果を

有します。登録を出願する際に虚偽の証拠を提出することは信義誠実の原則に

違反し、商標局を騙す行為です。傍名牌（有名ブランドへのただ乗り）、模倣

行為等の行為はいずれも信義誠実の原則に違反します。また、権利者が自らの

商標権を保護する場合にも、信義誠実の原則の制約を受けて、商標権の濫用や、

独占ができなくなるようにする必要があります。	 

 

「信義誠実の原則」と不正行為の制止は密接な関係にあり、「信義誠実の原

則」は一定程度、不正行為を制止することができると言っていいでしょう。商
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標の保護の本質は、ようするに業務上の信用の保護です。商標権侵害行為は不

正な手段によって他人の業務上の信用を占有し、公衆に混同を生じさせるとい

う点では不正競争行為と本質的には同じ問題に属しています。したがって、個

人的には「信義誠実の原則」の導入に大賛成ですし、その効果はかなり大きい

のではないかと思います。	 

 

自然人による冒認出願の問題	 

馮超：自然人による冒認出願について、どのようにお考えでしょうか。	 

馮暁青：このような問題は、2001 年「商標法」改正以降、商標の出願主体が

拡大され、自然人が商標登録を出願できるようになってから、現れてきました。	 

一部の出願人は商業活動に従事する能力が備えておらず、またそれを目的とし

ていません。このような人々にとって商標登録の目的は商標の売買等の活動に

よって私利を得ることのみです。このようなやり方は商標法の立法趣旨を歪め、

商標の立法目的に背くものです。今回の商標法改正では自然人による登録出願

の制度が残されました。	 

 

事実、私は「中国法学会」からの委託を受けて、商標法改正意見募集稿を提出

しましたが、その中で自然人による登録の制度について言及しました。個人的

には、自然人による登録の制度は残す必要がありますが、制限を加えることで

立法趣旨に適合させなければならないと考えています。	 

 

冒認出願された商標の知名度に関する問題	 

馮超：インターネットの急速な発達により、ネットワーク及びその他の手段

による国際貿易がますます発展しています。このような情況下で、業界では商

標の知名度の地域性の要件について論争がありますが、この問題についてはど

のようにお考えでしょうか。	 

馮暁青：私は昨年、蘇州であるセミナーに参加し、この問題について言及し

ました。商標は地域性を有しますが、商標自身の知名度もまた重要な考慮要素
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となります。経験から申し上げますと、国際的な知名度を有する商標について、

国内での知名度が低いか、あるいは全く知名度がない場合、冒認出願されると、

権利人が異議申立てまたは取消審判請求などを行ったとしても、実際に保護を

受けるのは難しいです。しかし、国際的な知名度を有する商標が、国内におい

ても有名な場合、この商標は保護を受けやすくなります。商標の国際的保護は、

理論上、商標の知名度の他、冒認出願者の主観的悪意を重要視しています。も

し国内での知名度が低い場合、（登録出願に係る商標が）偶然一致したという

こともありえます。	 

 

商標法改正において言及された悪意の冒認出願問題及び異議申立制度

の変化	 

馮超：このたびの「商標法」改正に参与されているとお聞きしました。今回

の改正について、私どもは権利確定制度の変更に注目しています。商標局が異

議申立ての不成立を認定した場合、出願に係る商標はただちに登録されます。

商標は一旦登録されると、冒認出願者は合法的な取引が可能となり、先行権利

者に損害を与えることもあります。この点についてどのようにお考えでしょう

か。	 

 

馮暁青：まさにおっしゃるとおりでして、これは立法者が頭を抱えている問

題だと思います。現在の商標権確定手続には異議申立て、審判、一審、二審、

再審があり、期間が長く、明らかに出願人にとって不利です。	 

 

このたびの改正は、出願によってできるだけ早期に権利取得をする上で有益な

変更がなされます。しかし一方、この改正は確実に一定の悪影響ももたらしま

す。手続上の理由により、過去の制度において、権利者は冒認登録された商標

を取り返すためにより多くの証拠準備の時間と機会が与えられていましたが、

現在は一旦異議申立てが不成立となると、商標は直ちに登録されてしまい、冒

認登録された側に不利な影響や結果をもたらします。多くの要素のうち、立法
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者が出願人の権利の保護に傾斜するのは明らかです。もうひとつの重要な理由

に中国商標局の遅滞業務処理の実情があります。商標審査機関は立法上の手続

的変更によってこの問題が軽減されることを望んでいます。	 

 

いずれにしても企業、学界を問わず多くの提案をしていただくことで、権利確

定制度の継続的に改善していくことが重要なのではないかと思います。	 

 

利益均衡の原則	 

馮超：私どもの知る限り、知財法分野において「利益均衡」の問題を初めて

提起されたのは馮先生であるかと存じますが、冒認出願問題ではこの「利益均

衡」をどのように利用するのか、という点につきまして何か独自のお考えはあ

りますでしょうか。	 

 

馮暁青：法律は各種社会的関係を調整しますが、それは実のところ、各種の

利益関係の調整であり、商標法は商標所有者とその競争相手や一般公衆との利

益関係を調整します。商標冒認出願が先行権利者、冒認出願者及び一般公衆の

利益に関わるとき、どうすれば公正な競争を保障し、同時に消費者の利益を保

護できるか、どうすれば利益関係の均衡を実現できるのか、という視点が大事

です。ではどのように調整すればいいのかというと、個人的には、立法レベル

で、悪意の冒認出願を規制して、先行権利者に特別な保護をあたえるべきと考

えています。「商標法」では未登録の著名商標の保護に関する条項があり、こ

れらはいずれも利益均衡の意図が表れであると考えています。国外、あるいは

我が国の台湾地域には先行権利者を保障する法律条項が存在し、商標が他人に

よって登録された場合、先行権利者は商標上に識別性のある標識を付加し、元

の範囲内で当該商標を継続使用することができるとされており、これよって先

行権利者の合法な権利を保障しています。個人的にはとても合理的だと思いま

す。要するに商標の先使用権をもって登録主義のバランス調整をするというこ

とです。	 
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日本企業は中国においてどのように知的財産権保護を強化していくべ

きか	 

馮超：日本企業の中国における知的財産権保護及び権利確定について何かア

ドバイスはございませんか。	 	 

馮暁青：国内の研究者として、日本企業（他国も同様です）に対して、いく

つかアドバイスがあります。	 

知的財産権がグローバル化する昨今にあっては、知的財産権の保護は転ばぬ先

の杖とでもいうべきものです。権利者は戦略的な視点を持ち、中国市場進出に

先駆けて商標権及びその他の関連する権利を登録しておく必要があります。実

際に投資をして商業活動をスタートさせてからこの問題を意識するのでは遅

いと思います。迅速な行動はある程度冒認出願の予防に繋がると思います。	 

 

また、日本企業は積極的に中国内外の事例についての理解を深め、中国の商標

登録出願や司法保護等の方面を研究し、大学教授または国内の知財事務所と協

力してテーマ研究に取り組み、さらには国内の関係部門との連携を強化して、

情報のスムーズな流れを保つようにすれば、これが迅速な権利侵害の制止につ

ながっていくものと思います。	 
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